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ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイル転換促進事業

委託内容

委託事業

消費ベースで見た日本のCO2排出の6割は衣食住を中心とするライフスタイ

ルに起因しており、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、国民一人ひと

りの意識変革・行動変容と脱炭素型のライフスタイルへの転換が不可欠。

環境省では、他府省に先駆けること2017年に産学政官民のオールジャパンの

体制で日本版ナッジ・ユニットBESTを発足。国民の意識変革・行動変容を促

すため、ナッジ等の科学的知見を活用した実証事業や施策を実施し、成長戦略

や骨太方針等の政府全体方針にナッジやBI-Tech、環境省事業を位置付けてき

た。

今般、国・地方脱炭素実現会議の地域脱炭素ロードマップに、国民の前向き

で主体的な意識変革・行動変容を促す手法としてナッジの活用が位置付けられ、

デジタル技術により脱炭素につながる行動履歴を記録・見える化し、地域で循

環するインセンティブを付与するなど、日常生活の様々な場面での行動変容を

BI-Techで後押しするための国民参加体験型のモデルを実証し、構築する。

① 脱炭素型の行動変容モデルを構築し、地域連携により社会課題を解決し、地域循環共生圏の具現化を図る。

② ナッジやブースト等の行動科学の知見とAI/IoT等の先端技術の組合せ（BI-Tech）により、効果的で高度な行動変容

を促進。脱炭素型のライフスタイルへの転換に向けて、国民の前向きで主体的な意識変革や行動変容を促し、国民が

地域の脱炭素や成長を自分事化できるようにする。

国民一人ひとりの自主的な意識変革・行動変容の促進を通じて、脱炭素型のライフスタイルへの転換を実現します。

【令和４年度予算額 1,800百万円（新規）】

脱炭素型ライフスタイル転換の実現に向けた

BI-Techによる効果的な行動変容促進のための実証事業
【デジタルを活用した行動履歴の客観的な記録手法の検討・開発】

個人のエネルギーの使用実態や環境配慮行動の実施状況等のビッ

グデータをセンサーやスマートフォン、ウェアラブル等のIoTで客

観的に収集してブロックチェーン等により記録し、AIで解析して

一人ひとりに合った快適でエコなライフスタイルを提案するため

の高度なシステムを構築。

【脱炭素型製品・サービスの消費者選好や参加体験型の行動変容モ

デルの実証】行動履歴を見える化し、具体的な行動に応じてナッ

ジ等の行動科学の知見を活用したインセンティブ付けを実施して

日常生活の様々な場面での自発的な脱炭素型アクションを後押し

する行動変容モデルを、ランダム化比較試験等の頑健な効果検証

の手法を用いた実証実験を通じて確立。

【地域内及び地域間の実地における行動変容の持続性の本格実証】

地方自治体や地元企業等との連携の下、地域の脱炭素や成長につ

ながるよう、当該モデルによる行動変容の効果の持続性の実証を

実地（地域内及び地域間）にて行う。

民間事業者・団体

令和４年度～令和８年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課脱炭素ライフスタイル推進室 電話：03-5521-8341



ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイル転換促進事業

エネルギー効率の
高い機器購入

• 個人や世帯のエネルギーの使用実態や環境配慮行動の実施状況等をデジタルで客観的に収集して
AIで高度に解析

• 国民に対して行動履歴を見える化し、行動に応じてナッジ等の行動科学の知見を活用した金銭
的・非金銭的インセンティブを付与

• 一人ひとりに合った快適でエコなライフスタイルを提案し、国民の参加や体験を通じて、無理な
く持続する、脱炭素に向けた高度な行動変容を促進

想定プラットフォーマー
（自治体・企業等各地域の主体）

行動履歴

エネルギーデータ

外部情報

フィードバック

スマメ

機器の利用

再エネ電力

電力契約

電力契約 移動 製品等の購入
主なデータ

メリット

快適なライフスタイ
ルの情報提供による
住民満足度向上

環境配慮によるESG
の訴求

他の自治体や業界・
事業者等との連携に
よる新規サービスの
開発・提供

設定温度の変更・
エコドライブの実践

再エネ電力メニュー
への切り替え

公共交通機関の利用・
シェアリング

環境配慮製品の購入・
宅配便の一回受取

公共交通機関

シェアリング

TV TV

温度変更

エコドライブ

収集したビッグデータをAIで解析し、ナッジ等の行動科学の知見を活用して
一人ひとりに合った快適でエコなライフスタイルを提案

事業イメージ

個人や世帯のエネルギーの使用実態や環境配慮行動の実施状況等の
ビッグデータをデジタルを活用して客観的に収集


